


１　継続事業の前提に関する注記

　　　　　継続事業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況はない。

２　重要な会計方針

　　（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　　フェアトレード商品………最終仕入原価法によっている。

　　（２）固定資産の減価償却の方法

　　　　　（ボランティア事業、女性のための相談・支援事業、語学・教育事業、

　　　　　　日本語教師養成事業、日本語学校、法人会計）

　　　　　①有形固定資産

　　　　　　　定額法によっている。

　　　　　②無形固定資産

　　　　　　　ソフトウェアは、社内における利用可能期間を５年とする定額法によっている。

　　　　　（不動産賃貸）

　　　　　①有形固定資産

　　　　　　　定率法によっている。

　　　　　　　（ただし平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物付属設備は除く）及び平成

　　　　　　　　２８年４月１日以降に取得した建物付属設備・構築物は定額法によっている。）

　　　　　②無形固定資産

　　　　　　　ソフトウェアは、社内における利用可能期間を５年とする定額法によっている。

　　　　　③繰延資産

　　　　　　　定額法によっている。

　　（３）引当金の計上基準

　　　　　①賞与引当金

　　　　　　　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上している。

　　　　　②特別修繕引当金

　　　　　　　ＹＷＣＡビルの改修による費用の支出に備えるため、内規に基づき計上している。

　　　　　③総会出席費用引当金

　　　　　　　世界ＹＷＣＡ会員総会の派遣費用の支出に備えるため、支出見込額の当期負担分

　　　　　　　を計上している。

　　（４）リース取引の処理方法

　　　　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンスリース取引

　　　　　　については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　　（５）消費税等の会計処理

　　　　　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

財務諸表に対する注記
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３　会計方針の変更

　　　なし。

４　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

５　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

６　担保に供している資産

　　　該当なし。

0 0

（単位：円）

合 計 86,952,137

特 別 修 繕 引 当
特 定 資 産

48,500,000 0 48,500,000 0

小 計 19,109,000 19,109,000 0 0

（ 特 定 資 産 ）

奨学基金特定資産 10,486,267 13,000 10,473,267

役員退職慰労引
当 金 特 定 資 産

0 0

（ 基 本 財 産 ）

土 地 19,109,000 19,109,000 0 0

役員退職慰労引
当 金 特 定 資 産

0 0

科 目 当期末残高
(うち指定正味財
産からの充当額)

(うち一般正味財
産からの充当額)

(うち負債に対応
する額)

特 別 修 繕 引 当
特 定 資 産

53,900,000 4,600,000 10,000,000 48,500,000

（単位：円）

管 理 目 的 保 有
特 定 資 産

8,333,037 3,856,870 3,333,037 8,856,870

合 計 92,850,509 8,457,886 14,356,258 86,952,137

総 会 出 席 費 用
積 立 金

0 0 0 0

小 計 73,741,509 8,457,886 14,356,258 67,843,137

奨学基金特定資産 11,508,472 1,016 1,023,221 10,486,267

土 地 19,109,000 0 0 19,109,000

0 0

小 計 19,109,000 0 0 19,109,000

科 目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期残高

（ 基 本 財 産 ）

（ 特 定 資 産 ）

管 理 目 的 保 有
特 定 資 産

8,856,870 4,433,358 4,423,512 0

総 会 出 席 費 用
積 立 金

0 0 0 0

小 計 67,843,137 4,446,358 63,396,779 0

23,555,358 63,396,779 0
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７　固定資産の取得原価、減価償却累計額及び当期末残高

　　　固定資産の取得原価、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

８　保証債務等の偶発債務

　　　該当なし。

９　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

前期末
残高

当期
増加額

当期
減少額

当期末
残高

0 38,874 38,874 0

0 500,000 500,000 0

0 1,851,840 1,851,840 0

0 523,222 523,222 0

0 2,913,936 2,913,936 0

１０　指定正味財産から一般正味財産への振替

　受取寄附金 4,311,184

合計 10,454,310

　受取助成金

38,874

6,104,252

内容 金額

　一般正味財産への振替額

　受取補助金

（単位：円）

415,800 0

科 目 取得原価 減価償却累計額 当期末残高

建 物

建 物 付 属 設 備

557,696,089 261,190,852

282,068,015 52,609,269

1,344,000

繰 延 資 産 415,800

1,211,039,681

交付者

合　　　　計

（単位：円）

補助金等の名称
貸借対照表上の

記載区分

（単位：円）

補助金
結核検診補助金

名古屋市

－

協力金
新型コロナウイルス
感染症対策協力金

名古屋市

助成金
緊急雇用安定助成金

愛知労働局

助成金
両立支援等助成金

職業安定機構

889,821,179 321,218,502

図 書 816,130 0 816,130

1,154,951 189,049

50,667,529 47,057,159 3,610,370

4,231,997 1,429,165 2,802,832

構 築 物

工 具 器 具 備 品

ソ フ ト ウ ェ ア

合 計

818,886,941

334,677,284
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１１　重要な後発事象

　　　　該当なし。

１２　付属明細

　　　（１）基本財産及び特定資産の明細

　　　　　　財務諸表注記に記載

　　　（２）引当金の明細

1,555,823

0

0

（単位：円）

期末残高

賞与引当金

役員退職慰労
引当金

総会出席費用
引当金

1,504,224

0

0

1,555,823

0

0

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

目的使用

1,504,224

0

0

その他

0

0

0

48,500,000
特別修繕
引当金

53,900,000 4,600,000 10,000,000 0
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